
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成30年６月14日

【四半期会計期間】 第52期第３四半期（自　平成30年２月１日　至　平成30年４月30日）

【会社名】 株式会社大盛工業

【英訳名】 OHMORI CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　和田　明彦

【本店の所在の場所】 東京都葛飾区水元三丁目15番８号

（同所は登記上の本店所在地で実際の業務は「最寄りの連絡場所」で行って

おります。）

【電話番号】 該当事項はありません。

【事務連絡者氏名】 該当事項はありません。

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区神田多町二丁目１番地　神田進興ビル８階

【電話番号】 東京　03（6262）9877（代表）

【事務連絡者氏名】 経理部長　及川　光広

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

株式会社大盛工業(E00239)

四半期報告書

 1/18



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第51期

第３四半期連結
累計期間

第52期
第３四半期連結
累計期間

第51期

会計期間

自平成28年
８月１日
至平成29年
４月30日

自平成29年
８月１日
至平成30年
４月30日

自平成28年
８月１日
至平成29年
７月31日

売上高 （千円） 2,546,231 3,004,532 3,858,546

経常利益又は経常損失（△） （千円） △220,247 333,416 1,889

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（千円） △223,590 285,705 34,356

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △223,590 285,705 34,356

純資産額 （千円） 3,270,549 3,788,073 3,528,383

総資産額 （千円） 6,866,902 6,997,578 6,816,576

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は四半期純損失金額（△）
（円） △15.07 19.26 2.32

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － 19.12 2.31

自己資本比率 （％） 47.3 53.8 51.5

 

回次
第51期

第３四半期連結
会計期間

第52期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成29年
２月１日
至平成29年
４月30日

自平成30年
２月１日
至平成30年
４月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 3.91 9.20

（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

　　　２．第51期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につきましては、潜在株式は

存在するものの、１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。

４．当社は、不動産賃貸に関わる受取賃貸料等及び賃貸収入原価をそれぞれ営業外収益及び営業外費用に計上し

ておりましたが、不動産賃貸物件の増加に伴い、第52期第１四半期連結会計期間より受取賃貸料等を売上高

に、賃貸収入原価を売上原価に計上する方法に変更しており、第51期第３四半期連結累計期間及び第51期の

売上高について、当該変更を反映した組替え後の数値を記載しております。

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容については、重

要な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動は下記のとおりであります。

　（建設事業）

　第２四半期連結会計期間において、株式会社山栄テクノの株式を取得し子会社化したことに伴い、同社を連結の

範囲に含めております。

　この結果、平成30年４月30日現在では、当社グループは、当社及び子会社３社により構成されております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

 

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　以下の経営成績に関する説明については、「第４［経理の状況］1［四半期連結財務諸表］［注記事項］（追加

情報）（表示方法の変更）」に記載のとおり、組替え後の前第３四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表及び当

第３四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表の数値を用いて説明しております。

 

（１）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、諸外国の政治情勢の変動によるリスクの高まりや、世界経済

に不安はあるものの、政府による経済政策、日銀の金融緩和等を背景に引き続き、緩やかな回復基調で推移してま

いりました。

　当社グループの主要事業である建設業界におきましては、建設需要の高まりに伴い公共投資や民間投資は手堅く

推移しているものの、一方で施工管理者及び建設労働者不足の状況が続き、依然として厳しい経営環境が続いてお

ります。

　このような状況の中、当社は、主力の建設事業において、東京地区における収益性の高い上・下水道工事の選別

受注を継続するとともに、小口径推進工事の施工を行う子会社の株式会社山栄テクノにおきましても、関東近郊エ

リアを中心とした受注を行うと同時に、当社グループとして更なる工事費の低減等を図り、工事収益の向上に努め

てまいりました。

　また、通信事業では、従来より行っております通信回線の保守・管理業務の拡大を図るため、積極的な営業活動

と体制の整備を進めてまいりました。

　不動産事業等におきましては、不動産物件の取得・販売、太陽光発電設備の建設・販売並びに震災復興関連作業

員用宿舎の運営等を継続して行うほか、ＯＬＹ機材リース事業における販売エリアの拡大に注力してまいりまし

た。

　また、クローゼットレンタル事業、鍼灸接骨院事業においては、顧客数増加に向けた宣伝活動を推進してまいり

ました。

　以上の結果、売上高は30億4百万円（前年同期比18.0％増）、営業利益は3億69百万円（前年同期は27百万円の営

業利益）、経常利益は3億33百万円（前年同期は2億20百万円の経常損失）、親会社株主に帰属する四半期純利益は

2億85百万円（前年同期は2億23百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失）となりました。
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セグメント別の業績は次のとおりであります。

（建設事業）

　建設事業におきましては、受注高19億13百万円（前年同期比20.0％減）、売上高22億15百万円（前年同期比

10.2％増）、完成工事総利益5億33百万円（前年同期比169.4％増）となりました。

 

（不動産事業等）

　不動産事業等におきましては、不動産物件の売却並びに賃貸収入、ＯＬＹ機材のリース販売等により売上高4億

57百万円（前年同期比10.4％減）、不動産事業等総利益13百万円（前年同期比68.9％減）となりました。

 

（通信関連事業）

　通信関連事業におきましては、通信回線の管理・保守業務等により売上高2億99百万円、通信関連総利益1億46百

万円となりました。

 

（その他）

　その他事業におきましては、鍼灸接骨院の運営等により売上高31百万円（前年同期比23.1％増）、その他の売上

総利益1百万円（前年同期は15百万円のその他の売上総損失）となりました。

 

 

（２）財務状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末の資産の残高は、69億97百万円となり、前連結会計年度末に比べ1億81百万円増加

いたしました。増加の主な理由は、現金及び預金の減少7億84百万円、受取手形・完成工事未収入金等の増加4億2

百万円、未成工事支出金の減少1億83百万円、販売用不動産の増加6億86百万円、長期貸付金の増加43百万円による

ものであります。

　当第３四半期連結会計期間末の負債の残高は、32億9百万円となり前連結会計年度末に比べ78百万円減少いたし

ました。減少の主な理由は、工事未払金の増加2億27百万円、短期借入金の減少3億8百万円、未成工事受入金の減

少2億83百万円、工事損失引当金の減少1億3百万円、長期借入金の増加3億46百万円、賞与引当金の増加30百万円に

よるものであります。

　当第３四半期連結会計期間末の純資産の残高は、37億88百万円となり、前連結会計年度末に比べ2億59百万円増

加いたしました。増加の主な理由は、利益剰余金の増加2億56百万円によるものであります。

 

 

（３）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

（５）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

Ａ種優先株式 277,500

Ｂ種優先株式 277,500

計 50,555,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成30年４月30日）

提出日現在発行数(株)
（平成30年６月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,848,429 14,848,429
東京証券取引所

（市場第二部）
単元株式数 100株

計 14,848,429 14,848,429 － －

 

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

 

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式総数（株） 資本金（千円） 資本準備金（千円）

増減数 残高 増減額 残高 増減額 残高

平成30年２月１日～

平成30年４月30日
－ 14,848,429 － 2,765,371 － 167,053
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（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

 

 

（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成30年１月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成30年４月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 12,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,639,500 146,390 －

単元未満株式 普通株式 196,429 －
１単元（100株）未満

の株式

発行済株式総数  14,848,429 － －

総株主の議決権  － 146,390 －

（注）１．「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式17株が含まれております

　　　２．「完全議決権株式（その他）」の欄の株式数には、証券保管振替機構名義の株式が500株含まれておりますが

　　　　　議決権の数には同機構名義の5個は含まれておりません。

 

②【自己株式等】

平成30年４月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

㈱大盛工業
東京都葛飾区水元三

丁目15番８号
12,500 － 12,500 0.08

計 － 12,500 － 12,500 0.08

（注）当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は12,917株となっております。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準拠して記載しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成30年２月１日から平

成30年４月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年８月１日から平成30年４月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人大手門会計事務所による四半期レビューを受けております。

　なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

　第51期連結会計年度　　　　　　　　ＫＤＡ監査法人

　第52期第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間　　　監査法人大手門会計事務所
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年７月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年４月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,699,680 1,915,011

受取手形・完成工事未収入金等 1,017,728 1,419,936

未成工事支出金 188,621 5,241

不動産事業等支出金 112,885 128,667

販売用不動産 872,371 1,559,204

繰延税金資産 42,567 47,003

営業保証金 74,737 －

その他 107,046 122,065

貸倒引当金 △36,668 △9,642

流動資産合計 5,078,971 5,187,488

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物 1,699,197 1,699,446

減価償却累計額 △865,912 △902,614

建物・構築物（純額） 833,284 796,831

機械・運搬具 172,341 224,377

減価償却累計額 △139,892 △179,953

機械・運搬具（純額） 32,449 44,424

土地 611,876 611,876

リース資産 30,357 30,357

減価償却累計額 △4,869 △8,676

リース資産（純額） 25,488 21,680

建設仮勘定 24,168 34,279

有形固定資産合計 1,527,267 1,509,093

無形固定資産   

のれん 11,425 33,597

その他 5,929 7,336

無形固定資産合計 17,354 40,934

投資その他の資産   

投資有価証券 － 15,000

長期貸付金 157,984 201,049

固定化営業債権 207,423 207,323

保険積立金 70,701 73,283

その他 107,564 113,873

貸倒引当金 △351,258 △350,931

投資その他の資産合計 192,415 259,599

固定資産合計 1,737,037 1,809,626

繰延資産 568 463

資産合計 6,816,576 6,997,578
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年７月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年４月30日)

負債の部   

流動負債   

工事未払金 229,233 456,423

短期借入金 695,816 386,857

未払金 100,529 113,700

未成工事受入金 788,479 504,928

賞与引当金 12,329 42,579

工事損失引当金 103,921 －

完成工事補償引当金 20,723 23,076

その他 143,669 180,835

流動負債合計 2,094,704 1,708,401

固定負債   

長期借入金 906,791 1,253,553

退職給付に係る負債 4,634 －

長期未払金 244,592 211,792

その他 37,469 35,757

固定負債合計 1,193,489 1,501,103

負債合計 3,288,193 3,209,504

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,765,371 2,765,371

資本剰余金 705,162 705,162

利益剰余金 92,397 348,494

自己株式 △54,013 △54,844

株主資本合計 3,508,918 3,764,184

新株予約権 19,465 23,888

純資産合計 3,528,383 3,788,073

負債純資産合計 6,816,576 6,997,578
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（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年８月１日
　至　平成29年４月30日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年８月１日
　至　平成30年４月30日)

売上高   

完成工事高 2,010,324 2,215,767

不動産事業等売上高 510,069 457,076

通信関連売上高 － 299,883

その他の売上高 25,838 31,804

売上高合計 2,546,231 3,004,532

売上原価   

完成工事原価 1,812,142 1,681,794

不動産事業等売上原価 466,136 443,398

通信関連原価 － 153,798

その他の売上原価 41,069 30,417

売上原価合計 2,319,348 2,309,409

売上総利益   

完成工事総利益 198,181 533,972

不動産事業等総利益 43,933 13,678

通信関連総利益 － 146,085

その他の売上総利益又はその他の売上総損失

（△）
△15,231 1,386

売上総利益合計 226,883 695,122

販売費及び一般管理費 199,682 325,192

営業利益 27,201 369,930

営業外収益   

受取利息 687 4,046

退職給付に係る負債戻入額 10,005 －

貸倒引当金戻入額 10,659 777

完成工事補償引当金戻入額 40,155 －

賞与引当金戻入額 10,392 －

助成金収入 － 6,460

その他 8,232 2,822

営業外収益合計 80,133 14,106

営業外費用   

支払利息 26,018 22,443

訴訟損失 300,077 －

支払手数料 － 19,400

支払補償費 － 8,127

その他 1,486 649

営業外費用合計 327,582 50,619

経常利益又は経常損失（△） △220,247 333,416

特別利益   

固定資産売却益 － 71

特別利益合計 － 71

特別損失   

固定資産除却損 － 0

特別損失合計 － 0
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  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年８月１日
　至　平成29年４月30日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年８月１日
　至　平成30年４月30日)

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△220,247 333,488

法人税、住民税及び事業税 3,342 51,037

法人税等調整額 － △3,254

法人税等合計 3,342 47,783

四半期純利益又は四半期純損失（△） △223,590 285,705

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△223,590 285,705

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

その他の包括利益 － －

四半期包括利益 △223,590 285,705

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △223,590 285,705

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　　　　該当事項はありません。

 

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　（連結範囲の重要な変更）

　平成30年１月に株式会社山栄テクノの発行済株式の全部を取得したことにより、第２四半期連結会計期間より

連結の範囲に含めております。

 

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　該当事項はありません。

 

 

（追加情報）

　　　　（表示方法の変更）

　当社は、不動産賃貸に関わる受取賃貸料等及び賃貸収入原価をそれぞれ営業外収益及び営業外費用に計上し

ておりましたが、不動産賃貸物件の増加に伴い、第１四半期連結会計期間より受取賃貸料等を売上高に、賃貸

収入原価を売上原価に計上する方法に変更しており、この表示方法の変更を反映させるため、前第３四半期連

結累計期間の四半期財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前第３四半期連結累計期間の「四半期連結損益及び包括利益計算書」において「営業外収益」に

表示しておりました「不動産賃貸料」50,147千円を「不動産事業等売上高」に、「営業外費用」に表示してお

りました「不動産賃貸原価」22,173千円を「不動産事業等売上原価」に組替えております。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　該当事項はありません。
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（四半期連結損益及び包括利益計算書関係）

（売上高の季節的変動）

　前第３四半期連結累計期間（自 平成28年８月１日 至 平成29年４月30日）及び当第３四半期連結累計

期間（自　平成29年８月１日　至　平成30年４月30日）

　当社グループの売上高は、主たる事業である建設事業において、第２四半期連結累計期間までと第３四半

期連結会計期間以降では休暇日数の差異があり、第３四半期連結会計期間以降に売上高が多くなるといった

季節的変動要因があります。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

（単位:千円）
 

 

前第３四半期連結累計期間

（自　平成28年８月１日

至　平成29年４月30日）

当第３四半期連結累計期間

（自　平成29年８月１日

至　平成30年４月30日）

減価償却費 40,501 54,667

のれんの償却額 － 4,173

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年８月１日　至　平成29年４月30日）

１．配当に関する事項

　　配当金支払額

 
(決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

1株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当原資

平成28年10月28日

定時株主総会
普通株式 74,205 5 平成28年7月31日 平成28年10月31日 利益剰余金

 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年８月１日　至　平成30年４月30日）

１．配当に関する事項

　　配当金支払額

 
(決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

1株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当原資

平成29年10月27日

定時株主総会
普通株式 29,677 2 平成29年7月31日 平成29年10月30日 利益剰余金

 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年８月１日　至　平成29年４月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

その他

(注)1
合計 調整額

四半期連結

損益計算書

計上額(注)2 建設事業 不動産事業等 計

売上高        

(1)外部顧客への売上高 2,010,324 510,069 2,520,393 25,838 2,546,231 － 2,546,231

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 54,514 54,514 － 54,514 △54,514 －

計 2,010,324 564,584 2,574,908 25,838 2,600,746 △54,514 2,546,231

セグメント利益又はセグ

メント損失(△)
45,969 3,571 49,540 △22,339 27,201 － 27,201

(注)1.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、クローゼットレンタル事

　　　業及び鍼灸接骨院事業等を含んでおります。

　　2.セグメント利益又はセグメント損失(△) は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整

　　　を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年８月１日　至　平成30年４月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント

その他

(注)1
合計 調整額

四半期連結

損益及び包

括利益計算

書計上

額(注)2

 建設事業 不動産事業等通信関連事業 計

売上高         

(1)外部顧客へ

の売上高
2,215,767 457,076 299,883 2,972,728 31,804 3,004,532 － 3,004,532

(2)セグメント

間の内部売

上高又は振

替高

－ 59,866 － 59,866 － 59,866 △59,866 －

計 2,215,767 516,943 299,883 3,032,594 31,804 3,064,398 △59,866 3,004,532

セグメント利益

又はセグメント

損失(△)

360,074 △27,572 42,578 375,080 △5,150 369,930 － 369,930

(注)1.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、クローゼットレンタル事業

　　　及び鍼灸接骨院事業等を含んでおります。

　　2.セグメント利益又はセグメント損失(△) は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と一致し

　　　ております。

　　3.報告セグメントの変更等に関する事項

　第１四半期連結会計期間より、従来「その他」に含まれていた「通信関連事業」について量的な重要

性が増したため、報告セグメントとして記載する方法に変更しております。これにより、当第３四半期

連結累計期間の報告セグメントにおいて、「通信関連事業」の売上高299,883千円、セグメント利益

42,578千円を記載しており、「その他」が同額減少しております。

また、「[注記事項]（追加情報）」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より表示方法の変更を

行っており、前第３四半期連結累計期間の「報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関

する情報」については、当該表示方法の変更を遡及適用した組替え後の数値を記載しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　(のれんの金額の重要な変動）

　「建設事業」セグメントにおいて、株式会社山栄テクノの発行済株式の全部を取得したことに伴

い、のれんが発生しております。

　なお、当該事象によるのれんの増加額は、当第３四半期連結累計期間においては26,345千円であ

ります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年８月１日
至　平成29年４月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年８月１日
至　平成30年４月30日）

（1）１株当たり四半期純利益金額又は１株当た

り　　 四半期純損失金額（△）
△15円07銭 19円26銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親

会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）

△223,590 285,705

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額又は親会社株主に帰属する四半期損失

金額（△）（千円）

△223,590 285,705

普通株式の期中平均株式数（株） 14,840,384 14,836,985

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － 19円12銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千

円）
－ －

普通株式増加数（株） － 107,421

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

（注）前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につきましては、潜在株式は存在するも

のの、１株当たり四半期純損失金額であるため、記載しておりません。

 

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成30年６月14日

株式会社大盛工業

取締役会　御中

 

監査法人　大手門会計事務所

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 武　川　博　一　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 向　井　真　悟　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社大盛工

業の平成29年８月１日から平成30年７月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成30年２月１日から平成

30年４月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年８月１日から平成30年４月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大盛工業及び連結子会社の平成30年４月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

その他の事項

　会社の平成29年７月31日をもって終了した前連結会計年度の第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間に係

る四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査

が実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して平成29年６月14日付けで無限定の結論を表明してお

り、また、当該連結財務諸表に対して平成29年10月27日付けで無限定適正意見を表明している。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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